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研究成果の概要：本研究は，学校変革のための国際的ネットワークを対象に，その生成と展開

を分析した。イギリスでは，多くの中等学校が学校変革のための国際的ネットワークに加盟し

ており，学校変革に有効な成果が出ていることが明らかになった。また，オーストラリア，ニ

ュージーランドにおいても，学校変革のための国際的ネットワークに参加している学校では，

学校変革に有効な成果が出ていることが分かった。 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 1998 年，中央教育審議会答申『今後の

地方教育行政の在り方について』は学校の自

主性・自律性の確立を掲げた。その後，学校

評議員制，学校評価，教員評価，学校裁量予

算の導入等が進められてきた。各公立学校は，

自律的に経営を行い，特色づくりや教育成果

の向上に努めることとされ，その結果は評価

対象になっている。2004 年には，地方教育行

政の組織及び運営に関する法律の一部が改

正され，教育委員会は，指定する学校に学校

運営協議会を設置できるようになった。学校

運営協議会を設置した学校では，予算や人事

を含めた裁量の拡大が特に進められる。この

ような近年の教育改革の動向は，学校の自主

的・自律的経営の実現を意図している。 

(2) このような今日の動向は，問題点も孕

んでいる。今，公立学校では「学校評価の効

果的な実施方法が分からない」「教員の意欲

向上をもたらす教員評価の在り方とはどの
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ようなものか」「教育成果につながる予算編

成の方法を知りたい」等の疑問が出されてい

る。もちろん，こうした問いに対して，各自

治体の教育庁は指針を示している。だが，教

育庁が示した指針を，学校の実情に合わせて，

どのように生かしていくかという疑問は残

されたままである。 

(3) 学校が，より良い教育の実現をめざし

て変革を行うためには，学校の現実を踏まえ

た学校変革の方法論・実践例がネットワーク

によって提供される必要があるのではない

だろうか。本研究は，以上の問題意識から，

学校変革のためのネットワークに着目し，研

究を進めることとした。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究は，学校変革のための国際的ネ

ットワークを対象に，その生成と展開を分析

し，意義と課題および日本への示唆を解明す

ることを目的とする。学校変革のためのネッ

トワークは，学校変革を促進するために，学

校変革に関する情報・アイデア・技法を提

供・共有する。そこでは，ある学校の優れた

事例の情報を，他の学校が入手・活用できる。

これまでのところ，日本では，学校変革を意

図した大規模なネットワークは，設立されて

いない。 

(2) 海外では，学校変革のための国際的ネ

ットワーク(International Networking for 

Educational Transformation (略称 iNet))

が設立されている。このネットワークは，

2004 年にイギリスで設置された。すでにイギ

リス国内の 90％の公立中等学校が同ネット

ワークに参加している。また，オーストラリ

ア，チリ，オランダ，南アフリカ共和国も参

加している。中華人民共和国も 2006 年の参

加を表明している。このネットワークは，

個々の国内での情報交換・共有だけでなく，

各国間の情報交換・共有も意図しており，世

界的規模に拡大する可能性を持っている。こ

のネットワークに参加しているオーストラ

リアの学校の教員が，イギリスの学校を訪問

し，学校変革の情報を収集するという取り組

みも行われている。以上のような同ネットワ

ークの先駆的実績に着目し，学校変革のため

の国際的ネットワークを研究テーマに設定

した。 

 

３．研究の方法 

(1) 学校変革のための国際的ネットワーク

について，資料を収集・検討する。資料の収

集手順は次の通りである。第一に，学校変革

のための国際的ネットワークの発足の歴史

的経緯に関して資料を収集する。第二に，運

営体制に関して資料を収集する。第三に，同

ネットワークの財務に関して資料を収集す

る。第四に，同ネットワークとの関係で，イ

ギリスやオーストラリアの学校と効果に関

して資料を収集する。 

(2) 学校変革のための国際的ネットワーク

の発足の歴史的経緯，運営体制の現状と課題

を解明するためには，インタビュー調査を行

うことも有効である。インタビュー調査の方

法は次の通りである。まず，インタビューガ

イドを事前に作成する。次に，インタビュー

をインタビューガイドにもとづいて実施す

る。ただしインタビューの展開によっては，

研究の目的に合致している限り，インタビュ

ーガイドに予定していない内容も許容する。

これは，いわゆる半構造的インタビュー（部

分標準化インタビュー）の考え方にもとづい

ている（ウヴェ・フリック『質的研究入門』

春秋社，2002 年，117－119 頁）。 

(3) 学校変革のための国際的ネットワーク

がイギリスや各国の教育改革・学校経営改革

とどのような関連があるのか，学校変革のた



 

 

めの国際的ネットワークがどのような理論

や考え方に裏付けられるのかといった点を

考察する必要がある。そのために，学校変革

論，ネットワーク論，学校経営改革等に関す

る文献を収集し，検討する。 

 

４．研究成果 

(1) 本研究では，現地を訪問し，調査を行

った。文献の検討も行った。その結果，オラ

ンダでは，学校変革のための国際的ネットワ

ークの影響は小さいことが明らかになった。

一方，イギリスにおける実態について，次の

点が明らかになった。第一に，学校変革のた

めの国際的ネットワークは，スペシャリス

ト・スクールズ・アカデミーズ・トラスト

(Specialist Schools and Academies Trust)

によって運営されている。このトラストは，

政府の中等教育改革を推進するために設置

された法人である。その運営資金の半分はイ

ギリス教育技能省によって交付され，残りは

民間企業等によって交付されている。第二に，

スペシャリスト・スクールズ・アカデミー

ズ・トラストは，学校変革のための国際的ネ

ットワークだけではなく，学校間ネットワー

クの構築，スペシャリスト学校の設置推進

（既存の中等学校をスペシャリスト学校に

転換させること）を主な事業としている。特

に，スペシャリスト学校の設置推進が最も中

心的な事業である。第三に，学校変革のため

の国際的ネットワークは，中等教育改革に間

接的な影響を与えていると指摘できる。学校

に直接影響を与えているのは，主に，スペシ

ャリスト学校の設置推進事業である。学校変

革のための国際的ネットワークは，スペシャ

リスト学校の設置推進事業に対して，背景

的・基盤的な知見を提供しており，中等教育

改革に間接的な影響を与えていると考えら

れる。 

(2) 学校変革のための国際的ネットワーク

の学校への効果について述べる。ここで，効

果とは学校変革を促進した状態を意味する。

イギリスでは，多くの中等学校が学校変革の

ための国際的ネットワークに加盟しており，

学校変革に関する効果が出ていることが明

らかになった。また，オーストラリア，ニュ

ージーランドにおいても，学校変革のための

国際的ネットワークに参加している学校で

は，組織変革に有効な成果が出ていることが

分かった。しかし，オーストラリア，ニュー

ジーランドでは，学校変革のための国際的ネ

ットワーク自体があまり知られていないた

め，効果は一部の学校に限定的なものになっ

てしまっている。今後，同ネットワークの周

知が課題になっていると指摘できる。 

(3) 日本への示唆について述べる。同ネッ

トワークの使用言語が英語であるため，言語

的な障壁が大きい。使用言語の違いが，日本

が同ネットワークに参加することを難しく

している。さらに，日本では，学校の教職員

が多忙であり，学校の役割もイギリス等より

も広いため，学校変革のための国際的ネット

ワークへの参加が有効かどうかは，疑問が残

る。むしろ，日本国内で独自のネットワーク

を形成することが有効であろう。 
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